
(平成 28 年 2 月改正版) 

個人情報その他の情報資産を取り扱う契約の特記事項 

 

受注者は、委託契約、賃貸借契約、役務の提供に関する契約等個人情報その他の情報

資産を取り扱うすべての契約を締結するに当たり、北区情報セキュリティ基本方針に関

する規程（平成１６年３月２５日区長決裁東京都北区訓令甲第５号）、北区情報セキュ

リティ管理基準（平成１６年３月２６日区長決裁１５北区区第７８５号）、北区情報セ

キュリティ対策基準（平成１６年３月２６日区長決裁１５北区区第８１４号）、この契

約による業務を主管する課の情報セキュリティ実施手順及び東京都北区個人情報保護

条例（平成７年９月 29 日東京都北区条例第 30 号）に基づき、以下を遵守することと

する。  

  

（秘密保持義務）  

１ 受注者は、この契約の履行により直接又は間接に知り得た個人情報（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）

第２条第８号に規定する特定個人情報を含む。以下同じ。）その他の情報資産（以下「情

報資産」という。）を、第三者に漏らしてはならず、従事者への周知徹底を図らなくて

はならない。また、契約期間満了後も同様とする。  

  

（再委託の禁止）  

２ 受注者は、この契約による業務を、原則第三者に再委託してはならない。ただし、

附属業務についてやむを得ず再委託する必要があるときは、受注者は、再受託者が当該

特記事項の遵守を誓約する旨の書面並びに再受託者名、再委託内容及び事業執行場所を

記載した書面を発注者に提出し、発注者の承諾を受けなければならない。  

  

（目的外使用の禁止）  

３ 受注者は、情報資産をこの契約による業務の目的以外に使用してはならない。  

  

（外部提供の禁止）  

４ 受注者は、情報資産を第三者に提供してはならない。  

  

（複写、複製及び持ち出しの禁止）  

５ 受注者は、情報資産を発注者の許可なく複写、複製及び持ち出しをしてはならない。  

  

（引渡し）  

６ 発注者から受注者への情報資産の引渡しは、発注者の指定した職員が、指定した日

時及び場所において行い、受注者は、情報資産の預かり証を発注者に提出しなければな

らない。  

  

（保管及び管理）  

７ 受注者は、情報資産の保管及び管理について、善良な管理者の注意をもって当たり、

情報資産の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故を防止しなければならない。  

  

（教育の実施）  

８ 受注者は、本特記事項を受注者の従事者に遵守させるため、必要な教育を実施する

とともに教育実施の記録を発注者に提出しなければならない。  
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（返還）  

９ この契約による業務を終了したとき又は発注者が情報資産の提出を請求したときは、

受注者は、その保有する情報資産を直ちに返還しなければならない。なお、返還に当た

っては、受注者が本契約の履行に当たり発注者から受け取った全ての情報資産を返還し

た旨を記載する証明書を提出しなければならない。 

 

（廃棄）  

10  前項の規定にかかわらず、発注者が必要と認めるときは、受注者は、発注者の職

員の立会いの下、情報資産を廃棄しなければならない。  

  

（立入検査及び調査）  

11 発注者は、情報資産の管理状況について随時に立入検査又は調査をし、受注者に対

して必要な報告を求め、この契約による業務の処理に関して指示を与えることができる。  

  

（定期及び随時報告）  

12  受注者は、定期的に、及び発注者が求めたときは、情報資産の取り扱いについて

適正な保管及び管理を実施している旨を発注者に対し報告しなければならない。なお、

当該契約が個人情報を取り扱う業務である場合は、受注者は、発注者が別に定める様式

により、前記の状況を発注者に報告しなければならない。  

  

（事故報告）  

13  受注者は、情報資産の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故が生じたときは

直ちに発注者に対して通知するとともに、遅滞なくその状況を書面をもって発注者に報

告し、発注者の指示に従わなければならない。  

     

（受注者による再委託者への指導）  

14  第２項の定めに基づき発注者が承諾した再委託者がある場合は、受注者は再委託

者に第３項から第 13 項までについて同様の取扱いを求め、その履行を受注者の責任に

より管理監督するとともに、発注者の求めに応じて、その状況等を発注者に適宜報告す

ることとする。  

  

（損害賠償）  

15  受注者が第１項から前項までの義務に違反し、又は怠ったことにより、発注者が

損害を被った場合には、受注者は発注者に対しその損害を賠償しなければならない。  

  

（責務違反に対する罰則）  

16  受注者及び受注者の従事者（従事者であった者も含む。）が、この契約による業務

に関してその責務に違反した場合は、東京都北区個人情報保護条例（平成７年９月東京

都北区条例第 30 号）第 37 条、第 38 条、第 40 条及び第 41 条により罰則が適用さ

れる。 


